
教育実習実態アンケート結果 
回答数：32人(2023.2.6現在) 
概要：実習先 11都道府県 

小学校(3週間) 27人      中学校(3週間) 2人   特別支援学校  1人 
 小学校(4週間) 3人   中学校(4週間) 1人 

本来の勤務時間（全体） 

実際の勤務時間（全体） 

担当した授業コマ数（全体 3 週間実習者のみ） 

8 時間
30分 

8 時間
35分 

8 時間
40分 

8 時間
45分 

8 時間
50分 

9時間 9 時間
15分 

9 時間
30分 

9 時間
45分 

10時間 

小学校 9 1 1 3 2 8 1 1 1 2 
中学校 1 1 1 
特別支援学校 1 

8時間 
30分 

9時間 9時間 
10分 

9時間 
30分 

9時間 
45分 

10時間 10時間 
10分 

10時間 
15分 

10時間 
30分 

10時間 
40分 

小学校 1 2 1 4 1 3 1 2 3 1 
中学校 
特別支援学校 1 

10時間 
45分 

11時間 11時間 
15分 

11時間 
30分 

12時間 
30分 

13時間 
30分 

14時間 
30分 

小学校 4 1 3 1 1 ※1
中学校 1 1 1 1 ※1
特別支援学校 

※1：研究授業前の時
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出典︓民青同盟愛知県委員会「教育実習実態アンケート」結果から抜粋 
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【愛知県内のある小学校 特別支援学級のケース】 

◆4 月 7 日から校務主任が担任。授業は様々な先生がくる。

◆4 月 18 日から校務主任が担任業務。
1 から 5 時間目を非常勤講師、6 時間目は教頭や教務主任。

◆2 学期は新しい担任（家庭科の先生）がきて、授業も行う。（12 月末まで）

◆3 学期始業式から担任不在。
（育休復帰の先生が担任になるはずが、5 人欠員で通常学級に行ってしまう。）
特別支援学級 3 組の子は他のクラスに振り分けられる。 

◆1 月 19 日から教頭が担任になり、授業は様々な先生がくる。

◆2 月 6 日から新しい担任がくる。
以上 
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（注）
1.このグラフは、公立の小・中学校、義務教育学校及び中等教育学校前期課程の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、講師を対象としている。

2.「臨時的任用教員」には、産休代替教員、育児休業代替教員、配偶者同行休業代替教員を含まない。

3.「非常勤講師等」は、非常勤講師のほか再任用短時間勤務以外の短時間勤務者（育児短時間勤務代替等）を常勤１人当たり勤務時間で換算している。

4. 令和４年５月１日現在の数値である。

5. 「正規教員」には、再任用教員（常勤・短時間）が含まれている。

6. 表示の割合は、教員定数に対する正規教員、臨時的任用教員及び非常勤講師等の合計数の割合(赤字)と、教員定数に占める正規・臨時的任用教員の割合(黒字)である。
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公立小・中学校等の教員定数の標準に占める正規教員の割合（令和４年度） 非常勤講師等

臨時的任用教員

正規教員
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教員定数
（人） （人） （人） （人）

H25
（2013） 586,662 545,893 (93.1%) 41,837 (7.1%) 7,177 (1.2%)
H26

（2014） 584,295 544,263 (93.1%) 41,353 (7.1%) 7,063 (1.2%)
H27

（2015） 582,998 542,909 (93.1%) 41,652 (7.1%) 7,022 (1.2%)
H28

（2016） 581,357 541,898 (93.2%) 41,030 (7.1%) 6,915 (1.2%)
H29

（2017） 581,423 541,072 (93.1%) 42,792 (7.4%) 7,556 (1.3%)
H30

（2018） 581,224 539,942 (92.9%) 43,888 (7.6%) 7,794 (1.3%)
R元
(2019) 582,283 540,728 (92.9%) 44,082 (7.6%) 8,165 (1.4%)
R２
(2020) 583,416 541,782 (92.9%) 43,950 (7.5%) 7,437 (1.3%)
R３
(2021) 586,360 544,765 (92.9%) 42,979 (7.3%) 9,429 (1.6%)
R４
(2022) 590,815 544,444 (92.2%) 43,442 (7.4%) 9,866 (1.7%)

※ 各年度５月１日現在の数値。
※ 「臨時的任用教員」には、産休代替教員、育児休業代替教員、配偶者同行休業
代替教員を含まない。

※ 「非常勤講師等」は、非常勤講師のほか、育児短時間勤務代替教員等を常勤１人
当たり勤務時間で換算している。

※ 「正規教員」には、再任用教員（常勤・短時間）が含まれている。
※ （　　）書きの割合は、教員定数に対する割合。

公立小・中学校の教員定数と正規教員等の数について

正規教員 臨時的任用教員 非常勤講師等
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